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Abstract
The Mt. Eniwa ski facilities were removed and trees were replanted after the XI Olympic Winter Games in Sapporo in 

1972. According to previous studies, this is the first time an environmental issue was taken into consideration in the Olympic 
movement. The purpose of this study to clarify the negotiations between the Organizing Committee for the Olympic Games 
（OCOG） and the Nature Conservation Society of Hokkaido （NC-HOKKAIDO） concerning construction of the ski downhill 
site on Mt. Eniwa and nature conservation related to the preparation for 1972 Winter Games. Specific issues in this study are 
four points: 1） history of the negotiations about nature conservation and the target location, 2） position of NC-HOKKAIDO, 3） 
negotiation about specific measures for nature conservation in the ski facility, 4） negotiation about construction of roads around 
Shikotsuko.

The historical materials used for this study include the minutes of the OCOG and the bulletins of the NC-HOKKAIDO.

The results of this study are summarized as follows:
（1） The negotiations about construction of the ski downhill site on Mt. Eniwa and nature conservation started before Sapporo 

City was selected to host Games. The area under nature conservation included not only the ski downhill site on Mt. Eniwa, 
but also the roads to transport athletes, officials and equipment.

（2） There were two different views within the NC-HOKKAIDO: One was to object to the development of the Mt. Eniwa from 
the viewpoint of nature conservation, and the other was to compromise, agreeing to host the Olympic Games while making 
best efforts to conserve nature. Eventually, the qualifications of construction became withdrawal of facilities, and 
afforestation of a former site.

（3） In the early stages of discussions, both organizations considered whether or not the downhill facilities should be removed 
after the Games. Later, a proposal was made that the venue should be left to natural recovery. Their final decision, however, 
was afforestation. 

原著論文

原稿受理：2014年 1 月16日
＊中京大学大学院　Graduate School of Health and Sport Sciences, Chukyo University



22
石　塚　創　也

はじめに

恵庭岳滑降競技場は、札幌市で開催された1972
年第11回オリンピック冬季競技大会（以下、札幌
大会）において使用された競技施設である。本稿
は、この恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめ
ぐる議論について検討するものである。以下に、
この検討の位置づけと意義を示す。
近年のオリンピック・ムーブメントにおける基
本理念の一つには、環境保全対策を推進すること
が掲げられている。1992年、リオデジャネイロで
開催された「環境と開発に関する国連会議」では、
「アジェンダ21」が採択され、国際的な環境対策
への指針が提案された1）。国際オリンピック委員
会（以下、IOC）はこのような国際情勢への対応
策として、1）1995年、独自の対策委員会を設置
すること、2）同年、環境問題に関心を持ち、持
続可能な開発を促進することについてオリンピッ
ク憲章に明記すること、3）1999年、「アジェンダ
21」の趣旨に沿う形で「オリンピック・ムーブメ
ント・アジェンダ21」を作成すること、主に以上
の 3点を行った2）。これについて Cantelonら3）は、
環境保護団体が1992年第16回オリンピック冬季競
技大会の開催計画に対し対策を講ずるよう働きか
けたことをきっかけに、IOCは1994年第17回オリ
ンピック冬季競技大会（以下、リレハンメル大会）
から環境への配慮を喚起するようになったことを
指摘している。また Lesjø4）は、そのリレハンメ
ル大会の開催計画について、環境保護団体から批
判があがり、環境保護団体、大会組織委員会、ノ
ルウェー政府、IOCが連携し、競技場の建設など

について自然保護を図るための協議が行われたこ
とを明らかにしている。
これらの検討は、IOCがオリンピック・ムーブ
メントにおいて本格的に環境保全対策を推進した
のは1990年代のことであり、またその動向は国際
情勢に影響を受けたものであったことを示唆して
いる。
一方、Landryら5）は、オリンピック・ムーブメ
ントにおける環境保全対策の始まりは1970年代で
あり、IOCは国際的情勢の中で徐々に増大する環
境保全活動に参加していったことを指摘してい
る。この時期には、環境問題への対策に関する初
期の国際的な動向の一つとして、1972年に国際連
合人間環境会議がスウェーデンのストックホルム
で開催されたことが挙げられる。この会議では、
人間の環境の保全と向上を導くための共通の見解
と原則が必要であるという考えを基軸とした「人
間環境宣言」の採択、およびその目的を推進する
機関である国連環境計画（UNEP）の設置が行わ
れ、国際的な視野をもって環境問題への対策を行
う指針が提案された6）。またこの会議は、前述の
1992年に開催された「環境と開発に関する国連会
議」の前身と位置づけられている7）。ちなみに日
本国内では、1960年、国民の保健などに資すると
ともに、生物の多様性の確保に寄与することを目
的とした「自然公園法」が制定された8）。また、
1968年には「大気汚染防止法」、1970年には「公
害防止事業費事業者負担法」などの公害対策に関
する法整備が行われ、1971年には、環境庁が設置
されている9）。このように日本国内においても、
住民の生活環境の改善や、生物多様性の確保とい

（4） The OCOG insisted on road construction at the lakeside of Lake Shikotsu near Mt. Eniwa, but the NC-HOKKAIDO 
expressed a strong objection to the plan. The OCOG finally decided to abandon the plan. This decision should be noted as a 
way to balance nature conservation and the Games. 

（5） Direct negotiations between the NC- HOKKAIDO and the OCOG were held only once. The local government, which served 
as a mediator between the two organizations during the course of negotiations, provided an opportunity for the NC-
HOKKAIDO, a non-sportive organization, to play a certain role in the preparation stage of the Games. 

（6） Both the president of the NC-HOKKAIDO and the Governor of Hokkaido were members of the OCOG and they played 
important roles maintaining a balance between nature conservation and the Games.
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う倫理的問題を善処するために、1960年代から
1970年代にかけて環境問題への対策が本格化され
たといえる。
上記の IOCの動向について Chappelet10）は、
1924年から2006年に開催されたオリンピック冬季
大会における立候補都市の開催計画に関する先行
研究の検討から、1） 自然環境への配慮に対する
批判の初出は、1972年の冬季大会の開催、および
1976年の冬季大会の計画に対するものであるこ
と、2） オリンピック大会で初めて自然環境への
影響が研究されたのは、1980年に開催された冬季
大会であったこと、3） 1992年および1994年の冬
季大会までは、自然環境への影響に関する話題は
スポーツのムーブメントの範囲を超えていなかっ
たこと、の 3点を明らかにしている。また、
Landryら11）は、IOCは国際的情勢の中で徐々に
増大する環境保全活動に参加していったが、1990
年代まで本格的な対策はおこなわなかったことを
述べている。さらに、Chappelet12）は、オリンピッ
ク冬季大会における環境に関するレガシーについ
て検討を行い、オリンピック冬季大会における環
境への配慮の初事例は、札幌大会で講じられた自
然保護対策であることを指摘している。
以上の指摘に基づけば、オリンピック・ムーブ

メントにおける自然環境への配慮に対する批判、
および環境保全対策の始まりは1970年代であった
ものの、1990年代までは本格的な対策は行なわれ
ていなかったといえる。札幌大会における恵庭岳
滑降競技場の建設と自然保護をめぐる議論は、オ
リンピック・ムーブメントが自然保護などの環境
問題との関わりで大会の開催方法を問われた最も
初期の事例の一つであると考えられる。
国内の研究では、田原が恵庭岳滑降競技場の建

設と自然保護をめぐる議論に着目している。田
原13）は主に、1）北海道自然保護協会（以下、協会）
が、大会終了後の処理として、恵庭岳滑降競技場
を撤去し、跡地に植林を行うことを条件付けたこ
と、2）協会の理事長が個人的に、国際自然保護
連合（以下、IUCN）の多くの代表から恵庭岳の
使用に対する反対署名を得たこと、3）協会の理

事長が IOC会長に対し、2）の内容に関する書簡
を送付したこと、の 3点を明らかにしている。こ
の指摘に類似した記述は、財団法人札幌オリン
ピック冬季大会組織委員会（以下、組織委員
会）14）が発行した会報15）にもみられ、そこには協
会が恵庭岳の使用に反対し、厚生省国立公園局も
協会と同じ立場から難色を示していたことが示さ
れている。しかし、協会が反対の立場を表明した
経緯は明らかにされていない。また、建設の条件
であった大会終了後の施設の撤去および跡地の植
林などの、競技施設における自然保護のための具
体的方策をめぐる議論については明らかにされて
いない。
さらに、田原ら16）は、恵庭岳滑降競技場の建
設と自然保護をめぐる議論の初出は開催権獲得後
であることを指摘している。すなわち招致期間内
には、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめぐ
る議論について特に言及されることはなく、1966
年 4 月27日（日本時間）に札幌大会の開催が決定
したということになる17）。しかしその一方で、
1966年 4 月20日付の『北海道新聞』18）は、札幌市
ともに立候補した都市のひとつであったバンフ
（カナダ）において、環境保護団体が競技施設の
建設による国立公園の森林伐採に反対していたこ
とを報じている。このことから札幌市でも、招致
期間内において、環境保護団体などによる恵庭岳
滑降競技場の建設をめぐる批判および議論が行わ
れていた可能性は否定できないといえる。
また先行研究では、恵庭岳に建設された競技施
設の建設と自然保護をめぐる議論に限定した検討
がなされている。しかし、1970年 4 月21日付の『北
海道新聞』19）には、組織委員会が、恵庭岳滑降競
技場に通ずる支笏湖畔丸駒温泉――オコタンペ河
口間の車道（以下、支笏湖周辺道路）の新設は運
営にとって重要ではあるが、国立公園内にあるこ
とから自然保護の立場を尊重し、建設を取りやめ
たことが報じられている。このことは、この議論
が競技施設の建設に限らず、関連する自動車道路
の建設にも及んでいたことを示唆している。
このように、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保



24
石　塚　創　也

護をめぐる議論については、いくつか指摘はなさ
れているものの、関連史料の一部が検討されるに
とどまっており、議論の全容は明らかにされてい
ない。また、先行研究によれば、この議論はオリ
ンピック大会の招致に関わった体育・スポーツ界
においてのみなされたものではなく、環境保護団
体や行政をも巻き込んだものであったことがうか
がえるにもかかわらず、これらを俯瞰する検討は
なされていない。
そこで本稿では、組織委員会と協会に焦点を当
て関連史料の検討を行い、恵庭岳滑降競技場の建
設と自然保護をめぐる大会運営主体と環境保護団
体における議論について明らかにすることを目的
とした。本稿では、前述した先行研究の成果に基
づき、以下の 4点の具体的な検討課題を設定した。
1．自然保護をめぐる議論の経緯、および対象
となった場所
2．北海道自然保護協会の立場
3．競技施設における自然保護のための具体的
方策をめぐる議論
4．支笏湖周辺道路の建設案をめぐる議論
主に用いた史料は、組織委員会の『組織委員会
議事録』（以下、議事録）、協会が発行した『北海
道自然保護協会会報』（以下、会報）に記載され
た会議記録である。本稿に関連する史料は、議事
録に12件（表 1）、会報に20件（表 2）、計32件存
在した。

1 ．自然保護をめぐる議論の経緯、および
対象となった場所

恵庭岳滑降競技場の建設について、協会におい
て具体的に提示し議題として挙げられた最初の会
議は、1965年12月 4 日に行われた第10回理事会で
あった20）。このことから、少なくとも議論の初出
は、開催権を獲得する以前、すなわち招致期間内
であったことが明らかになった。協会においてこ
の議論が発生した経緯については、当時協会の理
事長であった井手賁夫が1966年 9 月 6 日付の『北
海道新聞』の中で、以下のように述べている21）。

「これは、北海道自然保護協会は一昨年、
昭和三十九年十二月一日に初めて発足して、
昭和四十年になってから実質的に活動をはじ
めたことによるもので、協会が活動をはじめ
たときにはすでに一般の人々の間に、恵庭岳
のコースが既定の事実のように受けとられて
いたときである。従ってようやく昨年になっ
て協会がこの問題を討議したことはすでに時
期を失していたということがいえる。しかし、
理事会では幾度か熱心な討論が行われた。し
かし、すでにオリンピック開催地を決定する
IOCの会議開催直前であったため、協会がオ
リンピックそのものに反対するというふうに
とられる危険を避けるために、決定後に改め
て問題とすることとしていったん見送りと
なった。そして、思いがけなく札幌決定とい
うことで、改めて問題になったのである。」

後にも触れるように、協会におけるここでの議
論は、組織委員会や行政をも巻き込むものへと発
展したとから、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保
護をめぐる議論の初出は、開催権獲得以前であっ
たと位置づけることができる。
さらに、札幌大会の記録映画の監督を務めた篠
田正浩は、恵庭岳滑降競技場の建設について以下
のように述べている22）。

「私はオリンピック委員会と話し合い、公
式映画に『恵庭岳はこの競技が終わって 2時
間後に閉鎖された』というナレーションを入
れたことを、今も鮮やかに覚えています。オ
リンピック競技が初めて環境問題と遭遇した
第 1号の事件が北海道恵庭岳のダウンヒル、
滑降の競技で、これを契機にオリンピック委
員会はウィンタースポーツの環境にナーバス
になり、デリケートな対応をする必要に迫ら
れました。これにより私は、札幌オリンピッ
クの開催には大きな意味があったと思ってい
ます。」

上記から、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護
をめぐる議論は、その後のオリンピック・ムーブ
メントにおける環境保全の意識に重要な示唆を与
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表 1　札幌大会組織委員会・関連委員会等議事録の概要
年 月 日 会議名 内容
1966 4 26 1972年第 11回オリンピック冬季競技大会の開催地が札幌に決定

8 23 第 1 回競技および
施設専門委員会

厚生省国立公園局長代理から、恵庭岳の使用はできるだけ避けるべきであるが、
使用する場合は、観光開発に進む事にならないようにするなど、できるだけ希望
を受け入れてほしい旨、また使用する場合は自然公園審議会の了承が必要である
事を確認。

9 21 第 2 回競技および
施設専門委員会

木原均委員（スキー小委員会長）が、1）滑降競技場候補地として恵庭岳以外に札
幌近郊に適地はないこと、2）国立公園内であることから、伐開の範囲付属施設等
できるだけ詳細な具体的計画を作り厚生省、国立公園局、営林局等の関係官庁に
申請しその許可をとらねばならないこと、3）自然美をできるだけ破壊しないこと、
4）大会終了後は道または市が運営管理を行うことが望ましいということ、以上 4
点について発言。

10 7 第 3 回組織委員会 木原委員が、滑降競技場は国立公園内である関係から、使用について目下国立公
園局、自然保護協会等と相談中であると発言。

11 14 第 1 回関連施設専
門委員会

中村啓一委員（北海道当局関係者）が、支笏湖周辺道路、すなわち支笏湖畔丸駒
―オコタンペ河口間の車道の開削整備等によって会場間の連絡をはかりたい旨に
ついて発言。さらに、東峯委員（千歳市当局関係者）が、支笏湖畔丸駒―オコタ
ンペ河口間の車道建設を特に希望する旨について発言。

12 1 第 4 回スキー小委
員会

国立公園局側委員が、1）恵庭岳の使用に関する審議は木竹伐開ということだけで
は会議は開きかねるので、完成図を目標にして議論すること、2）1）の説明につ
いて組織委員会の委員が出席し、説明すべきであること、以上 2点について発言。

21 第 4 回組織委員会 竹田恒徳副会長（競技および施設専門委員長）が、男子および女子滑降競技は恵
庭岳で行なう計画は、国立公園に指定されているため当局の許可を必要であると
発言。

1967 3 17 第 5 回スキー小委
員会

国際アルペン小委員長の視察に関する議題のなかで、恵庭コースの施設は撤去し、
仮設施設として組織委が行うことについて発言。

28 第 5 回組織委員会 恵庭岳のコースの建設について厚生省自然公園審議会の結論について、木原委員
が、佐藤朝夫事務総長共に自然公園審議会に出席して恵庭岳の受注を説明したが、
自然保護の立場から永久的なものを作ることに賛成を得られず、仮設との条件付
で許可となったことについて発言。これに対し、大庭哲夫委員が、仮設ではなく
永久的な施設を作る場所として、恵庭岳以外には適当な場所はないかどうかと発
言。木原委員はこの返答として、札幌を中心としては適地は恵庭岳以外にはない
と発言。

1968 5 31 第10回組織委員会 競技および施設専門委員長が、1）恵庭岳のコースの伐開について、厚生省から 5
月24日に許可があったこと、2）ロープウェイ、リフトのための伐開について現在
許可申請準備中であること、以上 2点について発言。

1969 8 11 第15回組織委員会 堂垣内尚弘専門委員長が、支笏湖周辺道路については、自然保護協会側が難色を
示しているため、当面は次善の策として、既設道路の改良となろうが今後の推移
を見てとり扱いたいと発言。

11 14 第16回組織委員会 黒地政美関連委員長が、1）新設の開発道路のみでは不測の事態に対処することか
らも丸駒～オコタンペ間約 7 kmは有料道路として開削すべきとの意見が強く出さ
れていること、2）丸駒～オコタンペ間については、道の自然保護協会等からも、
自動車道をつくることは反対の意思表示が強く出され道側は新設の開発道路の整
備を図るという意思を強く表明していること、3）1）および 2）のことからみて、
委員会では結論は出さずに、さらに検討を加えること、以上 3点について発言。
これについて地崎宇三郎委員が、支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間の車道建設に
ついては、組織委員会として推進して行くことを決議したいと発言。

1970 4 20 第18回組織委員会 町村委員（北海道知事）は、1）組織委員会の強い意向も十分承知していたが、自
然保護の関係者から非常に強い反対の意見も出されていること、2）厚生省の許可
も非常に困難なであること、3）「オリンピックと自然保護を極力両立させる」と
いう方向で関係者に検討させた結果、オコタンペ湖周辺の自動車道路が本年 4月
道に移管され道としてもこの整備で対処するという結論に達したものであること、
以上 3点を発言。さらに、オコタンペ湖周辺の自動車道路の整備強化案について
言及。
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表 2　北海道自然保護協会会報に記載された会議記録および要望書の概要
年 月 日 会議名または事項 内容
1965 5 7 第11回オリンピック冬季大会札幌招致委員会が設立

9 4 常任理事会 オコタンペ湖周辺の自動車道路に関する意見書提出について
12 4 第10回理事会 恵庭岳滑降競技場についてスキー連盟および札幌市関係者と協議することを要望

する方針を示す
12 8 オコタンペ湖周辺

特別地区の自然保
護に関する要望書

北海道知事、林野庁長官、北海道開発局長、開発局長官、札幌営林局長、厚生大臣、
国立公園審議会長に対し、開発道路（オコタンペ湖周辺の自動車道路）の建設によっ
てオコタンペ湖特別保護地区のもつ自然景観の美しさの保持への配慮を要望

1966 4 26 1972年第11回オリンピック冬季競技大会の開催地が札幌に決定
4 30 常任理事会 恵庭岳滑降競技場について議題にあがる
5 28 北海道自然保護協

会総会
恵庭岳滑降競技場について議論、組織委員会との協議を要望する方針を示す

6 10 第12回理事会 恵庭岳滑降競技場の建設について、協会として恵庭岳に必ずしも反対ではないと
いう立場を表明。組織委員会との協議を要望

7 1 第13回理事会 恵庭岳滑降競技場について議論、組織委員会との協議を要望する方針を示す
7 11 常任理事会 恵庭岳滑降競技場について報告（内容不明）
10 29 第15回理事会 組織委員会が恵庭岳滑降競技場を大会終了後に撤去することを述べたことについ

て報告
12 1 編集会議および報

告打合わせ会
組織委員会に対し、12月21日に恵庭岳滑降競技場に関する要望書を提出すること
が決まる（内容不明）

1967 1 28 第16回理事会 オリンピック恵庭岳に関する要望書の件について承認、オリンピック施設があま
り大規模なものであれば恵庭でなくてもよいのではないかとの意見が出る

2 20 恵庭岳南西斜面に
お け る オ リ ン
ピック施設計画に
ついて

大蔵省および厚生省に対し、恵庭岳滑降競技場の建設を行う場合は、1）大会終了
後に撤去すること、2）跡地に植林を行うこと、2点を要請

3 25 第17回理事会 恵庭岳滑降競技場が大会終了後撤去されることになったこと、跡地の処理は天然
更新となったことを報告

5 22 北海道自然保護協
会総会

恵庭岳滑降競技場について報告（内容不明）

12 1 支笏湖地域の自然
保護に関する懇談
会

支笏湖全般にわたる調査結果の意見開陳（内容不明）

1969 2 1 第28回理事会 北海道当局の土木部長による支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間の車道建設につい
て要望に対し反対の意向を表明

2 6 支笏湖畔丸駒～オ
コタンペ間の自動
車道路建設に関す
る件

北海道知事に対し、支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間に自動車道路を建設するこ
とは不賛成であると表明、打開策として現在建設中のオコタンペ湖周辺の自動車
道路の拡充等を提案

5 15 第30回理事会 支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間の車道建設について議論（内容不明）
1970 1 24 国立公園計画の廃

止および追加につ
いて

北海道当局から意見を求められ、支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間の車道建設に
ついて要望に対し再度反対の意向を表明

2 10 恵庭岳をめぐるオ
リンピック施設　　　　
井手賁夫

1）恵庭岳滑降競技場の建設は大会終了後に撤去し、跡地に植林を行う条件を提示
したこと、2）支笏湖畔丸駒―オコタンペ河口間の車道建設について要望に対し理
事全員一致で不賛成であったこと、2点などについて言及
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えた事例であると考えられる。
また、前述した通り、先行研究の成果をみた限

りでは、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめ
ぐる議論は競技施設の建設に限ったものであった
ようにみえる。しかし、史料を検討した結果、こ
の議論の対象は競技施設の建設に限ったものでは
なかったことが明らかになった。その理由は、第
1に、協会の理事長であった井手が会報に執筆し
た「恵庭岳をめぐるオリンピック施設」には、競
技施設の建設と道路の建設が並立して記述されて
いることである23）。第 2に、組織委員会は、恵庭
岳への輸送手段を強化するため、支笏湖周辺道路
の建設を要望していたことである24）。これらに関
連して、当時協会の会長であった東条猛猪は、自
伝25）の中で以下のように述べている。

「この滑降競技に関して思い起こすのは、
東京で開かれたオリンピック組織委員会の席
上、『競技場まで、既存の道路が一本だとい
うのでは心細い。支笏湖沿いに新しい道路を
建設しては』との意見が出た時のことであ
る。」

すなわち、この議論は、大会に付随する交通輸
送手段の確保という観点から、自動車道路の建設
にも及ぶものであったといえる。ここで問題と
なっている自動車道路の位置を図 1 26）に示した。

2 ．北海道自然保護協会の立場

協会の立場を示す最初の内容は、1965年12月 8
日、協会の会長の名で「オコタンペ湖周辺特別保
護地区の自然保護に関する意見書」を北海道当局
などに提出したことであった27）。ここには、協会
が大会開催時に輸送路として使用する自動車道路
の建設に対し、オコタンペ湖特別保護地区のもつ
自然景観を保護する工事施行を要望する方針を示
していたことが記述されていた。
表 2は、協会における会議記録の概要をまとめ
たものである。この表から、札幌大会の開催が決
定した後、恵庭岳滑降競技場の建設に関する議論
の数が増加し、協会における議論も活発に行われ
たことが読み取れる。1966年 5 月28日に行われた
協会の総会では、オコタンペ湖周辺の自動車道路
（以下、オコタンペ湖周辺道路）の建設および土
砂の廃棄などの要望がおこなわれており28）、より
自然保護に関する具体的な議論が進められたとい
える。さらに、同年 6月10日に行われた協会の第
12回理事会の記録には、次のように記述されてい
る29）。

「協会の立場、自然保護のうえから、種々
活発な意見が交わされる。結局、当協会とし
ては、恵庭岳に必ずしも反対ではないという
態度で、今後事情をよく調査してゆくように
する。組織委員会ができたら積極的に働きか
けることにきまる。」　

上記から、協会は恵庭岳滑降競技場の建設につ
いて反対していたというよりは、むしろ自然保護
を図るために、組織委員会と協議を行うことを要
求していたといえる。これに関連して、1966年 7
月 1 日に行われた第13回理事会の記録では、恵庭
岳滑降競技場の建設について議論が行われ、これ
について今後も検討し、組織委員会と連絡を保っ
た上で協議したいという要望が記述されてい
た30）。これらのことから協会は、恵庭岳滑降競技
場の建設について、適切な工事施行が行われ自然
景観に支障がないようにするのであれば、必ずし
も反対ではないとの見解を示していたといえる。
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さらに協会は、今後も自然保護について組織委員
会に対し要望や協議を行いたいという意向も示し
ていた。また、協会の立場については、協会の会
長であった東条が『北海道自然保護協会会誌』（以
下、会誌）の中で以下のように述べている31）。

「（協会内の――筆者注）考え方の大筋を
追ってみると、一つは自然保護の必要上恵庭
岳の使用には反対との立場であり、一つは恵
庭岳の使用はやむを得ないと認めつつ、自然
保護をできるだけ実現させようとの立場であ
る。（中略）当協会の態度は、結局 “ 冬季オ
リンピック ”のためならば、他に適当な場所
がないならばその使用はやむを得ないが、そ
の施行管理には自然保護をできるだけ尊重す
ることを期する、ということであった。しか
し自然保護のため、どのような具体的措置を
要望するか、また具体的な私たちの努力の方
法などは、これからの問題である。また、オ
リンピック組織委員会が、どのように自然保
護の措置を講じるのかも、あげて今後のこと
である。」

上記から、恵庭岳滑降競技場の建設に断固反対
であるという会員も存在したことがわかる。しか
し協会は、いくつかの条件を提示しているものの、
東条が前述の会誌32）の中で記していた1966年11
月28日には、札幌大会のためであるならばやむを
得ないという立場に一本化していたことが明らか
になった。
さらに協会は、組織委員会と協議を重ねた上で、

自然保護をできるだけ尊重する方向性を示してい
たことも読み取れた。また、協会会長の東条は、
自伝33）の中で自身が組織委員会委員（以下、組
織委員）であったことも述べている。従って、東
条は、組織委員会および協会両者の見解を直接知
り得ることができ、協会の意見を組織委員会に対
して随時伝達することが可能であった。つまりこ
の東条の存在は、組織委員会と協会双方の意見を
すりあわせ、できる限り自然保護の措置を講じた
競技施設の建設を目指すことを可能にしたと考え
られる。

しかしその一方で、協会の理事長である井手は、
自身が会報に執筆した「恵庭岳をめぐるオリン
ピック施設」34）中で、1）協会としての立場は決
定したものの、理事 4名が IUCNの総会にこの問
題を提出したこと、2）ところが理事の 1名が支
持を取り下げ、IUCNの総会で採択されなかった
こと、3）しかし、IUCNの代表的なメンバーの
協力によって IOCに対して恵庭岳滑降競技場の
建設への反対署名を提出したこと、4）この反対
署名を受け、IOC会長が日本オリンピック委員会
に対して善処を求めたこと、の 4点を指摘してい
る。井手は、1966年 9 月 6 日付の『北海道新聞』
の中で、IUCNに反対意見を提出した経緯を述べ
ている35）。

「そこでこういう意見が（協会内に――筆
者注）出たのである。・・・（中略）・・・オ
リンピックという一時的な行事のために、こ
れまで国民が守ってき、今後も長く守られる
べき自然が損傷されるよりは、むしろ時間的、
距離的には問題があるとしても、今後も長く
国民がその設備を冬季間に引きつづいて利用
できるところに設けることができないであろ
うか。そういうことで IOCに譲歩を求めて
はどうか、日本のオリンピック関係者には国
際的信義の上からもそれができないとして
も、自然保護者としてはこれは当然なすべき
ことではないのか、という意見である。私は
この事情を自然保護の仕事に関係ある人間と
してではなく、全くの個人として、インスブ
ルックの前植物園長（および IUCNの理事―
―筆者注）であるヘルムート・ガムス教授に
あてて手紙を書いて意見を求めた。」

上記から、協会は立場を一本化した後において
も、井手を中心とした協会の関係者によって、恵
庭岳滑降競技場の建設の是非を問う動向がみられ
たことがうかがえる。さらに井手は、この動向の
経過について、協会の会誌における協会設立30年
を振り返る記事の中で以下のように述べてい
る36）。

「私がこれ（反対署名̶̶筆者注）をブラ
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ンデージ会長に送って善処方を求めた所、会
長は直ちに JOC（日本オリンピック委員会）
に私と話しあって善処するように求めて来た
ので、JOC委員と私との交渉が始まった。私
達は恵庭岳の使用はどこまでも反対で富良野
の滑降コースの改良を主張してやまなかった
が、ある日思いかけず日本の山岳会の重鎮で、
親しくしていた槙有恒さんから手紙が来た。
余り頑強に反対するとあなたの将来にも悪い
影響があるといけないから、適当な所で妥協
しなさいという忠告であった。いずれ政府の
その筋が手をまわした、とは思ったが、そこ
で私は条件を出した。使用後は再使用しない
で、植林して元型に復する、ということであ
る。定めし非常な費用がかかるだろうが、自
然を破壊することが、どれ程高価なものにつ
くかを知らしめて今後のいましめにしたい、
と思ったのである。」

上記の指摘に基づけば、恵庭岳滑降競技場の建
設の是非に関する交渉は、IOC、JOC、IUCN、お
よび行政をも巻き込むものであったことがうかが
えるが、最終的には井手が要求した大会終了後の
競技施設の処理の方策、すなわち井手が競技施設
の撤去と跡地の植林を条件として提示し、JOCが
それを受け入れたことによって議論が終結したと
考えられる。また、当時の IOCにおける自然保
護問題への対応は、來田37）が指摘しているように、
大会運営主体側に委ね、自ら積極的に関与するこ
とはなかったといえる。しかし、上記の詳細は、
本検討の射程を超えるため、今後の筆者の課題と
する。

3 .　競技施設における自然保護のための具
体的方策をめぐる議論
　
1966年 9 月21日に行われた組織委員会内におけ

る第 2回競技および施設専門委員会の議事録38）

には、競技施設としての恵庭岳の使用について、
以下のように記述されている。

「ここは国立公園であるので、伐開の範囲

付属施設等できるだけ詳細な具体的計画を作
り厚生省、国立公園局、営林局等の関係官庁
に申請しその許可をとらねばならない。従つ
て事務的にその成案を急ぎ、今冬の調査に間
に合うよう関係機関と折しよう（ママ）する。
また、その計画に当つては自然美をできるだ
け破かいしないようにし、オリンピツク終了
後の運営管理については道または市に作つて
もらうことが望ましい。」

上記から、組織委員会の結成時には、未だ恵庭
岳は滑降競技会場として使用するための正式な許
可は取られていなかったこと、また組織委員会は、
恵庭岳を使用する場合には、自然景観をできるだ
け破壊しないように努める旨を述べていることが
わかる。しかしこの段階では、実際に行われた競
技施設の撤去および跡地に植林を行ったことな
ど、具体的な大会終了後の対応策は明確になって
いない。
その後、大会終了後の対応策について初めて具
体的な見解が示されたのは、1966年10月29日に行
われた協会の第15回理事会であった39）。この内容
を以下に示す。

「理事長より報告。十月二十日、日本興業
銀行で開かれた日本自然保護協会評議員会の
席上で、木原氏（組織委員会スキー小委員長
――筆者注）が恵庭の施設は全部撤去すると
述べた旨、報告。」

上記から、組織委員会は、大会終了後の対応策
として、競技施設を撤去する方針について述べて
いることがわかる。またこの方針は、前述した井
手による指摘40）から、協会側が提案したもので
あったと考えられる。
協会は、公式に大会終了後における恵庭岳滑降
競技場の建設に関する要望を行っていた。1966年
12月 1 日に行われた協会の編集会議および報告打
合せ会の記録には、12月21日、協会が「恵庭岳ス
キーコースに関する要望書」を組織委員会および
厚生省などに提出したことが記述されていた41）。
さらに1967年 1 月28日に行われた第16回理事会の
記録には、この要望の内容が協会内で承認された
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ことが記述されていた42）。しかし、これらには、
大会終了後の対応策に関する要望は記述されてい
なかった。
その後、協会は、田原ら43）が指摘している通り、

1967年 2 月20日、「恵庭岳南西斜面におけるオリ
ンピック施設計画について」を大蔵大臣、厚生大
臣などに提出した44）。以下にこの内容を示す。

「もしやむを得ず諸般の施設を設けてもオ
リンピック終了後はいっさいこれを撤去して
いただきたく、このことを特にここに申し入
れる次第であります。（中略）伐採その他に
よる荒廃のあとをとどめることになりますの
でこれらを植林によって充分整備して、オリ
ンピックによる荒廃の痕跡をあとに残さざる
ようにしていただきたいのであります。」

上記から、協会が大会終了後の対応策として、
競技施設の撤去および跡地に植林を行うことを要
望していたことがわかる。この協会の要望に対し、
組織委員会は、いわば協会の要望への回答に相当
する方針を一部示した。1967年 3 月17日に行われ
た組織委員会における第 5回スキー小委員会の議
事録には、以下のように記述されている45）。

「恵庭コースの施設は撤去する。従つて仮
設施設として組織委が行う。」

これは、組織委員会内のスキー小委員会での審
議であるが、その後の組織委員会での撤去に関す
る最終決定の記録は議事録等には記述されていな
かった。大会終了後に、実際に競技施設が撤去さ
れたことから、最終的には組織委員会が協会の要
望を受け入れ、競技施設は仮設であることを前提
に設置されていたことがわかる。しかし、この段
階では、競技施設の撤去に関する議論がなされた
ことはわかるものの、その跡地の処理の方策につ
いては明確になっていない。
その後、協会は、大会終了後の対応策に関する
要望が組織委員会に一部受け入れられたことを述
べている。1967年 3 月25日に行われた協会の第17
回理事会の記録には、組織委員会側の発言を引用
し、以下のように記述されている46）。

「建設物等施設はオリンピック終了後撤去

し、跡地は天然更新とする。」
この記述から、組織委員会では、新たに跡地の
処理について、自然の力のみに依存する天然更新
という方策が提示されたことがわかる。しかしこ
れは、協会が提示した植林ではなかった。また、
3月28日に行われた第 5回組織委員会の議事録47）

には、恵庭岳滑降競技場について、「自然保護の
立場から永久的なものを作ることに賛成を得られ
ず、仮設との条件付で許可となつた。」と述べら
れているのみであり、跡地の処理の方策がどのよ
うに議論されたかは明らかにならなかった。
以降の競技施設の撤去および植林までの決定に
関する議論の記録は、1970年 2 月10に発行された
会報にみることができる。この会報48）には、井
手による「恵庭岳をめぐるオリンピック施設」と
いう記事が掲載されている。その中で井手は、「伐
採された樹木は、植林などの方法によって、でき
る限り現状に復する」とし、この条件のもとで厚
生省に施設建設の許可が得られたとしている。
以上の検討から、組織委員会と協会における大

会終了後の対応策をめぐる議論は、最初の段階で
は大会終了後に競技施設を撤去する、すなわち競
技施設を仮設のものとすることの是非が問われ、
次の段階として天然更新という方策が提案された
後、最終的には植林という手段が講じられること
になったといえる。但し、天然更新ではなく植林
が選択された経緯は明らかにならなかった。

4 .　支笏湖周辺道路の建設案をめぐる議論

支笏湖周辺道路の建設をめぐる議論の発端は、
1966年11月14日に行われた組織委員会の第 1回関
連施設専門委員会において、支笏湖周辺道路の建
設によって競技会場間の交通整備を図りたいとの
旨が述べられたことであった49）。しかし、1969年
2 月 1 日に行われた協会における第28回理事会の
記録には、支笏湖周辺道路の建設案について以下
のように記述されている50）。

「道土木部長より、支笏湖畔丸駒温泉――
オコタンペ河口間の車道（支笏湖周辺道路―
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―筆者注）建設について要望があり、種々検
討の結果、同地域は支笏湖畔においてもっと
も重要な箇所であるので、この間の道路建設
については反対の意向を表明することに決
定。」

図 1をみると、支笏湖畔丸駒温泉――オコタン
ペ河口間の車道とは、前述したように支笏湖周辺
道路のことであることがわかる。つまり協会は、
支笏湖周辺道路の建設案については明確に反対の
意向を示していたといえる。さらに協会は、1969
年 2 月 6 日、当時の北海道知事であった町村金五
を通して、以下のような要望書51）を提出している。

「この地域は支笏湖において、現在すぐれ
た原始的景観の残されているほとんど唯一の
場所でありまして、ここに道路を通すことは、
支笏湖のもっとも重大なるかなめを失うこと
になるからであります。オリンピックの滑降
競技の運営のためには、現在建設中の道路に
待避線を作るとか、湖をフェリーで運ぶと
か（ママ）、他の適当な方法を工夫されたく存じ
ます。」

上記から、協会は、組織委員会に対し、自然保
護の観点から支笏湖周辺道路の建設による弊害を
示した上で、交通輸送を円滑に行うための具体的
な提案を行っていたことがわかる。一方、この要
望書は、北海道当局による協会への支笏湖周辺道
路に関する照会に対し、協会が回答したもので
あった52）。すなわちこの要望書は、協会から組織
委員会に対して送付されたものではなく、協会か
ら北海道知事に送付されたものであることがわか
る。このことから、北海道の行政（以下、北海道
当局）が協会に対し、支笏湖周辺道路の建設案に
ついて意見を求めていた経緯が明らかになった。
また、町村は、組織委員会の委員であったと同時
に、協会の会員でもあった53）。つまり町村の存在
は、東条の存在と同様に、組織委員会と協会双方
の意見をすりあわせ、自然保護の措置を講じた建
設を目指すことを可能にしたと考えられる。
協会の反対の意向を受け、組織委員会では、
1969年 8 月11日に行われた第15回組織委員会の場

で、支笏湖周辺道路の建設案について以下のよう
に述べられている54）。

「支笏湖周辺道路については、自然保護協
会側が難色を示しているため、当面は次善の
策として、既設道路の改良となろうが今後の
推移を見てとり扱いたい。」

上記から、組織委員会では、支笏湖周辺道路の
建設案について協会側が難色を示したことから、
当面は次善の策とすることを述べているものの、
支笏湖周辺道路の建設に対する意欲は薄れていな
かったといえる。
その後、組織委員会は、支笏湖周辺道路の建設
に関する意向を表明した。1969年11月14日に行わ
れた第16回組織委員会の議事録には、以下のよう
に記述されている55）。

「恵庭岳競技場周辺の交通輸送対策上、新
設の開発道路のみでは不測の事態に対処する
こと（が難しいこと――筆者注）からも丸駒
～オコタンペ間（支笏湖周辺道路の計画区間
――筆者注）約 7 kmは有料道路として開削
すべきとの意見が強く出されている。（中略）
丸駒～オコタンペ間については、景観自然保
護の点などから、道の自然保護協会等からも、
自動車道をつくることは、反対の意思表示が
強く出され、これらのことから、道側は新設
の開発道路の整備を図るという意思を強く表
明している。（中略）丸駒～オコタンペ間に
ついては、本会として推進することを決議し
たい。」

上記から、組織委員会は、北海道当局および協
会が、1）支笏湖周辺道路の建設案に対し反対の
意向を表明したこと、2）オコタンペ湖周辺道路
の整備強化など具体的な指摘をしたこと、以上の
2点に触れていることがわかる。ところが、組織
委員会は、円滑な交通輸送を理由に、支笏湖周辺
道路の建設を推進する意向を表明した。
その後、協会は、北海道当局から支笏湖周辺道
路の建設案について意見を求められ、回答を行っ
ている。1970年 1 月24日付で会報に記載された要
望書の記録には、以下のように記述されてい
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る56）。
「昭和四十五年一月二十四日付、林政第
一四九号文書にてご照会の支笏湖畔丸駒―オ
コタンペ川口（ママ）間（支笏湖周辺道路の計
画区間――筆者注）の歩道計画を廃止し車道
計画を追加することについては、すでに昭和
四十四年二月六日付文書にて申し上げました
とおり、本協会としては不賛成の方針に変更
の要のないことを重ねてお答え申し上げま
す。すでに申し上げましたとおり、同地域は
支笏湖においてすぐれた原始的景観と美しい
自然林の残されているもっとも重要な場所で
ありまして、ここに車道を通すことは、支笏
湖のもっとも重大なるかなめを傷つけること
になるからであります。オリンピック滑降競
技の運営についてご不便のあることも察せら
れますが、永く子孫に伝えるべき、重要なる
自然景観と森林を守るために、オリンピック
運営については、なだれ防止、待避線の建設、
道路の拡副、湖上の運行など格別のご工夫に
よって諸困難を切り抜けられることを希望い
たします。」

上記から、協会は、支笏湖周辺道路の建設案に
対して再び明確に反対の意向を表明した上で、交
通輸送を円滑にするためには、既設道路の拡張な
どによる自然保護に留意した方策をとることを要
望していた。またこの記述から、支笏湖周辺道路
の計画区間には歩道建設案が存在したことも読み
取れた。
組織委員会は、協会および北海道当局から再度

反対の意向を受け、支笏湖周辺道路の建設案の進
退、およびそれに関する対応について述べた。
1970年 4 月20日に行われた第18 回組織委員会の
議事録には、以下のように記述されている57）。

「組織委員会の強い意向も十分承知してい
たが、その後、自然保護の関係者から非常に
強い反対の意見も出されている。なおまた、
新設工事は容易でないことに加えて厚生省の
許可も非常に困難な模様であり、仮に許可を
得ても、工期的に期待に応ずることが可能か

問題であるということになつたが、『オリン
ピックと自然保護を極力両立させる』という
方向で関係者に検討させた結果恵庭岳北西の
オリンピック関連の開発道路が本年 4月道に
移管され道としてもこの整備で対処するとい
う結論に達したものである。」

上記から、組織委員会は、北海道当局および協
会による反対の意向を受け入れ、支笏湖周辺道路
の建設案を廃止した上で、オコタンペ湖周辺道路
の整備強化に方針を転換したことがわかる。また、
組織委員会は、議論の末、オリンピック大会の開
催と自然保護を極力両立させる方針を示していた
ことが明らかになった。さらにここでは、支笏湖
周辺道路の建設は工事が困難であると判断され取
り下げられている。これについて町村は、上記の
組織委員会において、「現在の有料道路（オコタ
ンペ湖周辺道路――筆者注）と異なる地形で水辺
（支笏湖の周辺――筆者注）に建設することは不
可能であり、山腹に建設せざるを得なくなると、
雪害対策上の困難性も考えられる」ことを理由と
して述べていた58）。
前述したように、北海道知事ならびに協会の会
員である町村、および協会の会長である東条は組
織委員であった。このことから、支笏湖周辺道路
の建設案をめぐる議論においても、2者の存在は
組織委員会と協会双方の意見をすりあわせること
を可能にした一つの要因であると考えられる。

まとめ

本稿では、組織委員会の議事録および協会の会
報に記載された会議記録を中心に検討を行った。
この検討により、先行研究では触れられてこな
かった札幌大会における自然保護問題の一部を解
明することができた。
また、この検討は、オリンピック・ムーブメン
トにおける環境保全問題に関し、大会運営主体、
すなわちスポーツ関連組織と、直接的にはスポー
ツと関わらない環境保護団体、すなわち非スポー
ツ関連組織が、大会の開催をめぐり相互にどのよ
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うな役割を果たしたかについても、その一端を示
すものとなった。
以下に本稿の検討により明らかになった内容を

まとめ、考察を行う。
1．恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめぐ

る議論の初出は、開催権獲得以前、すなわち招致
期間内であると位置づけることができた。また先
行研究では、この議論は競技施設の建設自体に
限ったものであると考えられていた。しかし、こ
の議論は、大会に付随する交通輸送手段の確保と
いう観点から、自動車道路の建設にも及ぶもので
あった。
2．恵庭岳滑降競技場の建設について、協会で

は、自然保護の必要上使用には反対との立場、お
よび使用はやむを得ないと認めつつ自然保護をで
きるだけ実現させようとの立場の 2者が存在し
た。そこで協会は協議を行い、他に適当な場所が
なければ使用はやむを得ないが、施行管理には自
然保護をできるだけ尊重すべきであるという後者
の立場に一本化していた。またそこには、自然保
護の観点からの協議を継続していきたいという協
会の要望があった。その一方で、協会は立場を一
本化した後においても、内部では恵庭岳滑降競技
場の建設に対する反対論が収束していなかったこ
とがうかがえた。
3．恵庭岳では、大会終了後の対応策として競

技施設の撤去と共に植林が行われているが、その
経緯については明らかにされていなかった。組織
委員会と協会における大会終了後の対応策に関す
る議論は、最初の段階では、大会後に競技施設を
撤去する、すなわち競技施設を仮設のものとする
ことの是非であった。その次の段階では、跡地の
処理について、天然更新という方策が提案された
後、最終的には植林という手段が講じられること
になったことが明らかになった。ただし、今回検
討した史料からは、天然更新ではなく植林が選択
されることになった経緯は明らかにならなかった
ため、新たな史料を発掘する必要があると考えら
れる。
4．協会は、支笏湖周辺道路の建設案について

反対の意向を明確に表明した上で、すでに建設が
開始されているオコタンペ湖周辺道路の整備強化
などを行い、1）支笏湖周辺道路の建設を廃止に
より図られる自然保護、2）競技施設への円滑な
交通輸送、以上 2の点を両立させるための具体的
な提案をしていた。ところが、組織委員会は、こ
のような指摘があったにもかかわらず、支笏湖周
辺道路の建設を推進する意向を示した。しかし、
最終的には北海道当局および協会による反対の意
向を受け入れ、支笏湖周辺道路の建設案を廃止し
た上で、オコタンペ湖周辺道路の整備強化に方針
を転換した。また組織委員会は、自らオリンピッ
ク大会の開催と自然保護を極力両立させる方針を
示していたことが明らかになった。ただし、この
方針転換には、自然保護への配慮に限ったもので
はなく、支笏湖周辺の地形的問題、および雪害対
策上の問題も影響していたといえる。
5．組織委員会と協会との接触は一度の要望書

の提出のみであった。その他の交渉から、この議
論においては、行政が、スポーツ関連組織と非ス
ポーツ関連組織の仲介をすることによって、非ス
ポーツ関連組織が大会の開催準備に対し自然保護
に関する一定の役割を果たすことが可能になった
といえる。
6．協会会長の東条は組織委員を、また北海道

知事の町村は協会会員と組織委員を兼ねており、
この 2者の存在は、組織委員会、協会および北海
道当局の意見をすりあわせ、自然保護の措置を講
じた競技施設の建設を目指すことを可能にしたと
考えられる。

以上のことから、恵庭岳滑降競技場の建設と自
然保護をめぐる議論では、その建設の是非につい
ての交渉は協会と組織委員会に限定されていな
かったことが明らかになった。この議論の背景に
は、北海道当局が協会の見解を組織委員会に伝達
していた経緯がみられ、さらには、協会、組織委
員会、および行政の決定に影響を与え得る人物の
存在があった。このように、協会による反対の意
向および対応策は、北海道当局などによる支持や
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仲介もあって、組織委員会における競技施設の建
設などの計画に反映され、大会終了後における自
然保護のための具体的な方策がとられる要因と
なった。また、換言すれば、組織委員会と協会と
の論争というよりは、むしろ組織委員会と行政と
のやり取りの中で、行政が自然保護への配慮のた
めの知見の提供を協会に求めていた、ということ
もできる。
また、この議論では、競技会場への交通輸送を
円滑にするための自動車道路の建設についても焦
点が当てられていた。その中でも支笏湖周辺道路
の計画区間は、協会が自然保護の観点から特に重
要な場所であることを主張し、明確に反対の意向
を示した場所であった。このことから、オリンピッ
ク大会の開催と自然保護を両立するという観点か
らみれば、組織委員会には、競技施設の建設にと
どまらず、当然のことながらそれに付随する交通
輸送手段などの関連設備においても、自然保護の
措置を講じた建設を行う必要性が求められていた
といえる。とはいえ、組織委員会が最終的に支笏
湖周辺道路の建設案を取り下げ、オコタンペ湖周
辺道路の整備強化に方針転換したことは、些か「オ
リンピック大会の開催と自然保護の両立」を実践
したと評価することができるであろう。
近年においては、IOCは独自の環境委員会を設
置し、国際連合や、国際的な自然保護団体と連携
し、大会運営主体による自然保護対策について議
論がなされているが、1972年のオリンピック大会
が開催された頃には、オリンピック・ムーブメン
トにおいてこのような連携はほとんどとられてい
なかったといえる。しかし、本稿が明らかにした
この議論には、大会運営主体、環境保護団体、お
よび行政による自然保護を図るための連携がみら
れ、自然保護を軽視した開発を一部撤回させてい
た経緯がみられた。つまり、IOCの積極的な関与
はなかったものの、Lesjø59）が指摘した1994年リ
レハンメル大会にみられたような自然保護のため
の連携が、1972年に開催された札幌大会の開催準
備期間においてすでにみられたといえる。
しかしながら、協会内部では、恵庭岳滑降競技

場の建設に対する反対論が沈静化しておらず、井
手個人が中心となって行った恵庭岳滑降競技場の
建設是非に関する JOCとの交渉、および IOCに
おけるこの問題のへの対応に関する議論が存在す
ることが明らかになった。これらの詳細を解明す
るためには、IOC、JOCおよび IUCNの関連史料
などを検討する必要がある。これは筆者の今後の
課題としたい。
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